
令和７年度　学校評価

　本年度の重点目標

　　　　①　生徒の夢の実現を支援するカリキュラム・マネジメントとキャリア教育の推進 

　　　　②　学ぶ意欲を向上させる学習指導の充実

　　　　③　読書活動の推進

（２）人権尊重の精神を培い、多様な人々と共創できる人間関係形成・社会形成能力の育成 

　　　　①　人権教育の充実

　　　　②　キャリア教育の要としての特別活動の充実

　　　　③　グローバルな視野で活躍できる人材育成につながる教育の推進

　　　　④　誰一人取り残さない生徒指導の充実

　　　　⑤　こころとからだの健康教育の充実

（３）「質実剛健」のもと、たくましさを養い、社会の創り手としての実践力の錬磨

　　　　①　１８歳成年を踏まえた主権者教育・消費者教育の推進

　　　　②　持続可能な社会の実現に向けた環境教育・安全（防災）教育の推進

　　

（４）地域に信頼される学校となるための、教職員の資質向上と開かれた学校づくり

　　　　①　開かれた学校づくりの推進

　　　　②　持続可能で信頼される学校づくりの推進

　　　

徳島県立富岡西高等学校

（１）生徒一人一人の個性や可能性を伸ばす教育の推進・充実

ア　進学型単位制の特長を生かした、幅広い科目選択が可能な教育課程を編成する。
イ　授業力向上プロジェクトチームを設置し、教科横断型カリキュラムを開発し、ＳＴＥＡＭ教育の実施に向けて取り組む。
ウ　地域や大学・専門機関などと連携した取組を拡充し、生徒が自己を客観的・肯定的にみつめる機会を増やし、自己理解力を育成する。
エ　将来を見通した直近の進路選択への助言など、生徒の能力や適性を理解して、一人一人のキャリア形成を支援する、きめ細やかな進路指導を行う。

ア　校内外の研修等により工夫改善に取り組み、わかる授業、生徒自らが主体的に学びに向かい、確かな学力の育成につながる教科指導を実践する。
イ　生徒の学習環境や進路目標に応じ、自習室の活用やＩＣＴを活用した課題配信など、個別最適化された学びの充実を図る。
ウ　全ての生徒を対象とした課題研究や探究活動等により、エビデンスをもとに深く思考し、探究する力を育成する。
エ　課題研究や探究活動等の成果を生かした学会発表やコンテスト等への挑戦を促すなど、研究成果の積極的公開に努め、生徒の伝える力を向上する。

ア　生徒の自主的な読書活動を推進する。　　　　　イ　読書を通して先哲の生き方に触れる等、生徒の夢や目標の実現につながる読書習慣の形成を図る。

ア　人権尊重を柱に据えた教育活動を推進する。
イ　人権に対する感性を磨き、自他の生命の尊さを認識し、多様性を認め、相手の立場に立って行動することができる人づくりを推進する。
ウ　学校の教育活動全体を通じて道徳教育を展開するとともに、情報モラル教育を体系的に推進する。

ア　教科教育を含む全ての教育活動で取り組むキャリア教育の要としてホームルーム活動・生徒会活動・部活動等を活性化し、「かかわる力（人間関係形成･社会形成能力）」や「すすむ力（課題対応能力）」
　　を鍛える。
イ　委員会等、生徒主体の多様な組織を活性化し、「みつめる力（自己理解・自己管理能力）」「すすむ力」を育む。　　　　ウ　ボランティア活動等を通して、社会参画意識を高め、豊かな人間性を育む。

ア　「風通しの良い職場環境」づくりに努め、校務運営体制の効率化と充実を図る。　　　イ　研修等の実施により、教職員のコンプライアンス意識の高揚を図る。
ウ　校内外の研修等を通じて、教職員の指導力の向上を図る。

ア　姉妹校との国際交流等を通して、グローバル社会を生き抜くための国際理解力を養う。
イ　コミュニケーション能力を高め、多様な価値観を持つ人々とともに納得解を得るために協働でき、共創する能力を育成する。

ア　いじめを許さない体制・環境づくりに取り組み、安全安心な学校の実現を図る。　　イ　社会の一員としてのモラルやマナーを習得させ、基本的生活習慣の確立を図る。
ウ　生徒一人一人を大切にした指導を通し、他者を思いやる心や自尊感情を育てる。　　エ　学校・家庭・地域の連携や協力を密にして、生徒の心に響く生徒指導を行う。

ア　「早寝、早起き、朝ご飯」や適度な運動、心身の健康管理等、健康教育の充実を図る。
イ　教育相談に対する教員のスキルアップ等、教育相談体制の一層の充実を図る。　　　ウ　一人一人の特性に応じた特別支援教育の充実を図る。

ア　政治や選挙への関心を高め、社会の創り手である主権者としての政治的素養を育む。　　イ　１８歳成年に対応し、消費者被害等の危機を自ら回避できる能力を育成する。
ウ　持続可能な社会の実現に向けた消費行動を実践できる能力を育成する。

ア　環境問題に強い関心を持ち、校内外の環境美化活動やボランティア活動等を通して、よのなかを自分事として捉える社会参画意識を高める。
イ　教科における防災教育の充実に加え、避難訓練や防災クラブ活動をはじめとする活動を通じて防災意識の向上に務め、発災時の減災を意識した平常時の意識改革を図る。
ウ　生徒・教員ともに心肺蘇生法やＡＥＤ使用等の研修を実施し、危機管理意識を高める。

ア　体験入学、学校公開、地域説明会等を通して、積極的に教育活動の公開を推進する。　　　イ　ホームページ等を活用して、積極的な情報発信を推進する。
ウ　学校運営協議会等を利用し、ＰＴＡ、牛岐同窓会、地域社会との連携を図る。



◎生徒一人一人の個性や可能性を伸ばす教育の推進・充実

重点課題（１）　生徒の夢の実現を支援するカリキュラム・マネジメントとキャリア教育の推進

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

今後の改善方策

評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

教育課程検討委員会を２回実施
し、生徒の実態に合わせた教育課
程の編成に努めた。 Ａ
肯定的な意見が１００％で ＳＴＥ
ＡＭへの関心が深く、研修により
全校体制での取組が可能である。 Ｂ

９０．３％
課題解決に向けた議論が活発化し
た。 Ａ

８２％の生徒が、大学等との連携
した取組が将来について考える良
い機会となったと考えている。 Ｂ

８５％の生徒が進路選択の幅が広
がったと回答している。

Ｂ

３年次は４月、
１、２年次は４月、１０月に実施
した。 Ｂ
３年次は６月に１回、
２年次は９月、１２月、
１年次は１０月､１２月
に実施した。

Ａ

活動計画 活動計画の実施状況

（所見）
　生徒に身に付けさせたい力について
教育課程検討委員会を通して話し合
い、その実現のために最適な教育課程
を計画することができた。また、令和
８年度実施予定の２科目についてカリ
キュラム開発を進めることができた。
　学習段階の各時期に合わせて、生徒
が自身のキャリア形成について深く考
える機会を設けた。引き続き、適切な
時期に適切な講演会が実施できるよう
にしたい。とりわけ、フューチャーデ
ザインワークショップでは、生徒が阿
南市の政策を参考に未来構想を考案す
る機会を得ており、地域社会と自らの
学びを結びつける実践へとつながって
いた。一方で、生徒の考え方の違いに
より、自己評価を厳しくする生徒もお
り、教員による評価とのずれが生じて
いる。今後は、評価のずれを少なくす
るための調査方法や指標の見直しを行
い、評価の信頼性を高めていく必要が
ある。
　ＩＣＴ活用により、進路希望の可視
化を行い教員間の情報共有が円滑に
なった。引き続き効果的な活用につい
て検証していきたい。

③-2 将来の目標を設定し、その実現に向けた具体的な計
画を立てる能力が向上したと回答した生徒の割合
９０％以上

③-2 地域課題をテーマにした探究活動やワークショップ
を実施し、生徒が地域社会との繋がりを意識しなが
ら自己の役割を考える機会を提供する。

④-1 スタディサプリを利用することで、すべての教員が
リアルタイムで生徒の進路希望を把握できるように
する。

① 他のＳＳＨ校の教育課程を研究し、生徒の実態に即
した教育課程の編成に努める。

④-2 生徒の進路実現に向けて、進路講演会等のキャリア
教育行事を系統的に実施する。

②-1 ＳＴＥＡＭ教育に関する基礎研修だけでなく、先進
的な事例研究やワークショップ、外部専門家による
指導などを継続的に実施し、教職員の理解と実践力
を段階的に向上させる。

②-2 グループワーク、ディスカッション、実験、製作、
プログラミング、プレゼンテーションなど、多様な
活動を通して、生徒の多角的な能力を育成する。

③-1 課題研究における連携だけでなく、講演会、ワーク
ショップ、キャリア相談会、インターンシップな
ど、様々な形で地域や大学・専門機関と連携する機
会を設ける。

自己評価

重点目標 評価指標と活動計画 評　　　価

①進学型単位制の特長を生かした、
幅広い科目選択が可能な教育課程を
編成する。

① 令和８年度の教育課程を編成する。 （評定）

Ｂ②授業力向上プロジェクトチームを
設置し、教科横断型カリキュラムを
開発し、ＳＴＥＡＭ教育の実施に向
けて取り組む。

④将来を見通した直近の進路選択へ
の助言など、生徒の能力や適性を理
解して、一人一人のキャリア形成を
支援する、きめ細やかな進路指導を
行う。

④-1 進路希望調査を年間２回実施する。（校外模試の志
望校調査を除く。）

④-2

②-1

②-2

③-1

③-2

④-1

①

進路指導における関連機関等と連携し、進路講演会
等のキャリア教育行事を年間２回以上実施する。

②-1 ＳＴＥＡＭ教育に関する深い知識や指導スキルを習
得し、授業実践ができる教職員の割合
８０％以上

②-2

④-2

自ら課題を見つけ学びに取り組む姿勢や、他者と協
力して目標達成を目指す協働性が向上したと回答し
た生徒の割合
９０％以上

③地域や大学・専門機関などと連携
した取組を拡充し、生徒が自己を客
観的・肯定的にみつめる機会を増や
し、自己理解力を育成する。

③-1 自身の興味関心、得意なこと・苦手なこと、価値
観、将来の夢などをより深く理解していると回答し
た生徒の割合
９０％以上

①

②-1

②-2

③-1

③-2

④-1

④-2

他県のＳＳＨ校の視察を行い、令和８年度開
設予定の新科目「サイエンス情報」「サイエ
ンスイングリッシュ」の準備を行った。

先進校視察及び担当者交流会により、実戦可
能な事例を検討し、富西ＳＴＥＡＭ教育の確
立に向けて、教職員研修を発展させることが
できた。

ＳＴＥＡＭの日を設定し、２学年全体で、ク
ラスを解体し、生徒の活動重視型の教科横断
型授業を行った。体育×英語、数学×地理な
ど様々な教科・科目を組み合わせた授業を実
施した。

ＪＡＸＡ職員による出前授業、阿南光高校の
高大連携授業に参加し、高校との連携を拡大
させた。台湾研修の事前研修として、博物館
の学芸員による研修を実施するなど連携先が
増加した。

大阪大学・阿南市役所と連携し、生徒が阿南
市の政策を元に考案したフューチャーデザイ
ンワークショップを実施した。

スタディサプリを活用して、進路希望調査を
実施し、すべての教員が画面上で生徒の進路
希望を把握できるようにした。

学年別に内容を系統化し、進路意識形成から
具体的な進路決定まで段階的に支援を行っ
た。

　ICTによる進路希望の可視化を指
導の質向上につなげるため、活用
方法の検証と改善を重ね、個別支
援や生徒の主体的な進路形成に一
層生かしていく。
　次期学習指導要領や普通科改革
等、国や県の教育改革の方向性を
見据え、本校の役割を意識した、
教育課程の検討等を更に進めてい
きたい。
　特にＳＴＥＡＭ教育にみられる
「文理」に拘らない学問領域の必
要性を意識し、高校の学びと社会
との接続を意識した取組を加速化
させ、進路選択の一助としたい。
　引き続き探究活動の深化のた
め、大阪大学・JAXA・阿南市役所
等の既存連携を深めつつ、先進事
例や地域との連携を更に取り入
れ、新たな連携先を開拓していき
たい。

 本年度、地域や産業界と連携した出前

授業やコンテストへの参加者数が増加

し、生徒が学校の外へと学びの場を広

げている点は高く評価できる。「自らを

地域社会と結びつけて考える」という視

点が、カリキュラム全体に浸透しつつあ

ることが伺える。特に、従来の座学中心

の学習スタイルから、地域課題の解決

や産業の創出といった「答えのない問

い」に挑む実践的な学習へとシフトして

いる点は評価できる。生徒からは「より

深く理解できた」との肯定的な反応が

得られており、実社会との接点が学習

意欲の向上に直結していることがうか

がえる。

　今後は、単発のイベント参加や授業実

施にとどまらず、地域企業や行政と連携

した通年型の探究プロジェクトへと深化

させることを期待したい。例えば、コンテ

ストへの参加をゴールとするのではな

く、そこで得た知見を地域へ還元するプ

ロセスまでを学習活動に組み込むこと

で、生徒の自己有用感はさらに高まる

はずである。また、こうした活動に参加す

る生徒が一部の意欲的な層に留まらな

いような仕掛け作りも求められる。

－1－



重点課題（２）　学ぶ意欲を向上させる学習指導の充実

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

学 校 関 係 者 の 意 見 今後の改善方策
評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

授業が分かりやすいという肯定的
評価をした生徒の割合
９４％ Ａ

肯定的な回答をした生徒の割合
６２％（昨年度６０％　昨年度比
２ポイント増） Ｂ

科学的な思考と問題解決能力が向
上したと回答した生徒の割合
８５％ Ｂ

発表や議論を通して、伝える力の
向上を意識したと回答した生徒の
割合
８９．４％ Ｂ

コンテスト等への参加者した生徒
の人数
延べ１０２名
＜主な入賞＞
・中国四国九州理数科課題研究発
表大会（最優秀賞）
・近畿総合文化祭（最優秀賞）
・ロボットアイデア甲子園四国大
会（最優秀賞）、同全国大会（決
勝進出-優秀賞）

Ａ

活動計画 活動計画の実施状況

① ・ ① ・

・ ・

④-1 普通科と理数科の合同発表会を実施し、生徒が多様
な視点や研究に触れる機会を提供する。

２年次生において、普通科及び理数科との合
同発表会を体育館で実施し、大学及び専門機
関の方に、指導助言をいただいた。

④-2 理科系のイベントの案内を全校集会や、スタディサ
プリ等で適宜発信し、学会発表や科学コンテスト等
への参加を促す。

（所見）
　７月の授業評価アンケート（９
３％）から１２月（９４％）に上昇
し、半年間での授業改善の効果がみら
れた。
 スタディサプリの導入により、生徒は
自分のペースで学習を進められるよう
になり、学習意欲の向上につながって
いるが十分ではなく（６０％→６２％
２ポイント上昇）、引き続き学習の定
着のため、個別最適な学びの支援を充
実する必要がある。
　探究する力を育む取組を計画的に実
施したが、設定した指標のうち ２項目
が目標値に到達しなかった。普通科と
理数科による合同発表会の実施や、外
部専門家の助言は一定の成果を挙げ、
積極的な情報発信が生徒の意欲向上に
つながり、研究を学外へ積極的に発表
する参加生徒は目標値を超えることが
できた。

生徒による授業評価を７月・１２月に実施する。

生徒によるルーブリック評価を５月、９月、１２月
に実施する。

② 週末課題を精選する。
スタディサプリを授業の延長線上に位置づけ、生徒
に活用を促す。

③ 大学等との連携において、オンラインでの相談や情
報共有のプラットフォームを導入し、生徒が時間や
場所にとらわれずにサポートを受けられるようにす
る。

スタディサプリ活用週間や、週末課題、到達
度テストの復習課題として活用を促した。

生徒が、直接研究機関等とやり取りができる
よう、指導体制を整え、研究のアドバイスを
いただくことができた。

スタサプ配信と併用して、ＳＨＲ時の案内用
に、クラス掲示用チラシを作成し、イベント
参加者募集を促した。

７月と１２月に実施した。

③全ての生徒を対象とした課題研究
や探究活動等により、エビデンスを
もとに深く思考し、探究する力を育
成する。

③ 表面的な知識の習得に留まらず、本質的な理解を深
め、多角的な視点から批判的に考察する能力が向上
したと回答した生徒の割合
９０％以上

スタディサプリや週末課題等は、生徒の家庭学習時
間の確保・増加につながっていると回答した生徒の
割合
５％増（昨年度比）

④-1 発表内容が、論理構成、表現力、専門性、質疑応答
の適切さなどの観点から、段階的に向上したと回答
した生徒の割合
９０％以上

自己評価

重点目標 評価指標と活動計画 評　　　価

①校内外の研修等により工夫改善に
取り組み、わかる授業、生徒自らが
主体的に学びに向かい、確かな学力
の育成につながる教科指導を実践す
る。

① 授業評価において、肯定的な評価をした生徒の割合
９０％以上

（評定）

Ｂ
②生徒の学習環境や進路目標に応
じ、自習室の活用やＩＣＴを活用し
た課題配信など、個別最適化された
学びの充実を図る。

②

④課題研究や探究活動等の成果を生
かした学会発表やコンテスト等への
挑戦を促すなど、研究成果の積極的
公開に努め、生徒の伝える力を向上
する。

④-2 学会発表や科学コンテスト等へ参加した生徒の延べ
人数
１００人以上

③

④-1

④-2

①

②

６月と１月に自己評価を実施した。

②

③

④-1

④-2

 スタディサプリ等のICTツールを活用し

た学習支援が定着し、生徒個々の習熟

度に合わせた「個別最適な学び」が推

進されている。授業評価アンケートにお

いて「授業がわかりやすい」といった肯

定的な意見が高い水準で維持されてい

ることは、ICTを単なる機器としてではな

く、授業改善の有効なツールとして教職

員が使いこなしている証左である。特

に、板書とデジタル教材を効果的に組

み合わせたハイブリッドな授業展開は、

視覚的な理解を助けるだけでなく、授業

の効率化を生み出し、生徒が思考・表

現する時間を確保することに寄与してい

ると推察される。

　ICT環境の整備が一巡した今、次の

フェーズとして「協働的な学び」への活

用をさらに深めていただきたい。スタディ

サプリによる個人の知識習得を前提と

しつつ、教室ではその知識を持ち寄って

議論を行うアプローチの拡大が望まれ

る。また、デジタル上での学習履歴を教

員が生徒指導や進路指導に組織的に

活用する体制を強化し、データに基づい

たきめ細やかな指導を確立することで、

学力層を問わず全ての生徒の可能性を

引き出す授業づくりに邁進してほしい。

　スタディサプリを活用した学習
が、生徒の主体的な取組や学習意
欲の向上には一定の効果を上げて
いる一方で、学習内容の定着状況
に個人差が見られる。学習履歴や
取組状況を十分に分析・活用し切
れていない場面があり、個別支援
に結びつける体制の強化が課題で
ある。
　課題研究での取組が｢深い学び｣
と自覚できるよう、「問いの設定
→検証→考察」の段階的な指導プ
ログラムを整備し、探究スキルを
可視化できる取組を進めるととも
に、成果発信としてのコンテスト
等参加についても引き続き向上さ
せたい。
　特定教員・特定生徒の取組に留
めることなく、校内での横展開を
更に進め、あわせて校外への積極
的な広報による自己肯定感の向上
も意識させたい。
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重点課題（３）　読書活動の推進

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

学 校 関 係 者 の 意 見 今後の改善方策
評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

① 読書週間を１・２学期に設けた。
また読書会を１学期末に実施。第
２回は２月に開催予定。 Ａ

② 一人あたりの図書室利用回数
１１．７回(１２月末現在)
一人あたりの本の貸出冊数
２．１冊(１２月末現在) Ｂ

活動計画 活動計画の実施状況

①

②

　

① 読書会を年２回実施し、図書委員が課題図書を選定
し会の運営にあたるなど積極的に関わる。生徒相互
が意見交換を行う機会とする。

② 学校図書館の利用について１年次でオリエンテー
ションを行う。図書委員が「library News」作成を
担当し毎月発行し、学校図書館利用を呼びかける。
また、スタディサプリでも発信する。

読書週間において図書委員がアイデアを出し
合い、おすすめの本のチラシやポップの展
示、プレゼント企画等を行った。また、読書
会において書評合戦ゲーム「ビブリオバト
ル」を初開催し、活発な意見交換を行った。
会の進行、ポスター・アンケート作成を図書
委員が担当した。

１年次で学校図書館の利用オリエンテーショ
ンを行い積極的な利用を呼びかけた。図書委
員が作成に参加した「Library News」を図書
館内にて配布、スタディサプリでも配信し
た。
生徒の利用環境向上にむけて、机・椅子を１
月に新規導入した。

（所見）
　一部の生徒の来館、図書館活動への
参加を促すきっかけになったが、生徒
全体の「読書会」や「Library News」
への認知、興味・関心は依然として低
く、普段図書館を利用しない生徒への
アピールとしては弱かったと考えられ
る。
　生徒の利用促進に向けて、机・椅子
の新規導入などハード面の環境整備に
も努めている。

①生徒の自主的な読書活動を推進す
る。

① 読書週間を１・２学期に設け、期間中に読書会を開
催する。

（評定）

Ｂ
②読書を通して先哲の生き方に触れ
る等、生徒の夢や目標の実現につな
がる読書習慣の形成を図る。

② 一人あたりの図書室利用回数
年間１５回以上
一人あたりの本の貸出冊数
３．５冊以上

自己評価

重点目標 評価指標と活動計画 評　　　価

 読書会などの有機的な取組は、活字離

れが叫ばれる昨今において極めて重要

である。「図書館は豊かな学びの場」と

いう認識のもと、単に本を貸し出す場所

としてではなく、知的好奇心を刺激する

空間として機能させている点を評価した

い。特に、図書室に足を運ぶきっかけ作

りとしてのイベントや、他校種との交流

は、生徒のコミュニケーション能力や共

感性を育む効果も生んでいる。読書を

「趣味」の領域から「学習・探究の基

盤」へと高めようとする学校側の意図が

感じられ、生徒の文化的素養の底上げ

に寄与している。

　今後は、総合的な探究の時間や各教

科のレポート作成と連動した展開を期

待する。インターネット検索のみに頼りが

ちな現代の生徒に対し、書籍を通じた

体系的な情報収集や、信頼性の高い文

献にあたる重要性を指導することは、情

報リテラシー教育の観点からも急務で

ある。司書と教科担任が連携し、授業の

中に文献調査のプロセスを意図的に組

み込むことで、大学進学後や社会に出

てからも通用する「調べる力」「読み解く

力」を養っていただきたい。

　学校図書館においては、生徒、
教職員にとって図書館が利用しや
すく、また居心地の良い空間とな
るよう、読書環境の整備を進め
る。次年度は引き続き設備やレイ
アウトの更新に力を入れたい。
　「Library News」や読書会等が
生徒により幅広く認知され、また
関心を持たれるよう、図書委員と
相談しながら内容と周知方法の刷
新を図りたい。また、１３０周年
記念事業等の学校行事に合わせた
展示や環境整備など、その他の図
書館活動のさまざまな場面におい
ても、図書委員が主体的に参加で
きる機会を多く設け、図書館や読
書を生徒に身近に感じてもらえる
ような取組をともに考えていきた
い。
　探究活動や各教科の担当との連
絡を密にし、図書の購入、授業で
の調べ物、情報リテラシー能力育
成等の学習支援等に向けた連携を
行うことで、学校図書館の「学
習・情報センター」としての機能
を高めていきたい。
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◎人権尊重の精神を培い、多様な人々と共創できる人間関係形成・社会形成能力の育成

重点課題（１）　人権教育の充実

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

学 校 関 係 者 の 意 見 今後の改善方策

評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

① 回答した生徒の割合　８８％

Ａ
② 回答した生徒の割合　８６％

Ａ

③ 回答した生徒の割合　９７％

Ａ

活動計画 活動計画の実施状況

①

②

③

重点課題（２）　キャリア教育の要としての特別活動の充実

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

学 校 関 係 者 の 意 見 今後の改善方策
評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

① ９４％の加入率であった

Ａ
６月、７月、９月、１１月
計４回実施した。

Ｂ

② ２回実施した。

Ａ

③ 生徒に調査したところ３１％の生
徒が参加したことがあると答え
た。 Ｃ

活動計画 活動計画の実施状況

①

②

③

（評定）

Ｂ
（所見）
　生徒の自主性、主体性を伸ばし活気
のある学校生活を送ることができるよ
うにするため、計画を立て実施してき
た。
　一部では前向きに取り組む生徒が増
えてきたものの、全体的にはまだ浸透
していないように感じる。これからも
いろいろな機会を通して生徒と関わ
り、新しい校風にできるよう改善して
いきたい。
　夢ログの継続的な記入と振り返りに
より、生徒の自己理解が深まり、進路
選択や進路実現に生かす力の育成につ
ながった。

② 各種委員会以外にも、委員会ごとの打ち合わせなど
生徒主体で活動できる場を設定する。

③ ボランティア活動の案内を、スタサプや掲示板等を
通じて全校生徒に周知する。

③ボランティア活動等を通して、社
会参画意識を高め、豊かな人間性を
育む。

③ ボランティア参加率
７０％以上

①-1 部活動主将部長会議などを通し周知をさせる。

①-2 経験を蓄積し、振り返りを通して自分を知り、それ
を進路に生かす力を育む、学びの循環を意識させる
よう促す。

①教科教育を含む全ての教育活動で
取り組むキャリア教育の要として
ホームルーム活動・生徒会活動・部
活動等を活性化し、「かかわる力
（人間関係形成・社会形成能力）」
や「すすむ力（課題対応能力）」を
鍛える。

①-1 部活動加入率
９０％以上

①-2 夢ログ記入週間を設ける。
年間５回

②委員会等、生徒主体の多様な組織
を活性化し、「みつめる力（自己理
解・自己管理能力）」「すすむ力」
を育む。

② 各種委員会開催年間
２回以上

③ 「インターネットと人権」についての人権ホーム
ルーム活動や講演会を実施する。情報の授業で情報
モラルについて教える。

自己評価

重点目標 評価指標と活動計画 評　　　価

③学校の教育活動全体を通じて道徳
教育を展開するとともに、情報モラ
ル教育を体系的に推進する。

③ ＳＮＳやインターネットに関する情報モラルを身に
つけて、適切に利用できると回答した生徒の割合
８５％以上

① 「人権学習ホームルーム活動」を年間６回実施す
る。「人権映画会」または「人権講演会」を年間１
回以上実施する。

② 「人権学習ホームルーム活動の事前研修会」を年間
４回実施する。（５テーマ）「人権映画会」または
「人権講演会」を年間１回以上実施する。教職員人
権教育研修会を２回以上実施する。

「人権学習ホームルーム活動」を年間６回、
「人権映画会」を１回実施した。

「人権学習ホームルーム活動の事前研修会」
を年間４回実施、教職員人権教育研修会を２
回実施した。

「インターネットと人権」についての人権
ホームルーム活動を実施した。情報の授業で
情報モラルについて教えた。

（所見）
　学校評価生徒対象アンケートの結果
から一定の効果があったと思われる。
しかしながら、生徒が安心して学校生
活を送るためには、教育活動全体の中
で日々、人権感覚を高めていく必要が
ある。人権教育に関わる学校行事だけ
ではなく、終業式等の際にも、人権尊
重についての話をするなど、日々の人
権教育を心がけていきたい。

①人権尊重を柱に据えた教育活動を
推進する。

① 人権ホームルームは人権意識の向上につながってい
ると回答した生徒の割合
８０％以上

②人権に対する感性を磨き、自他の
生命の尊さを認識し、多様性を認
め、相手の立場に立って行動するこ
とができる人づくりを推進する。

② 啓発新聞「じんけん富西」の発行や「富西人権の
日」のメッセージ、映画会、講演会等は、人権意識
の高揚につながっていると回答した生徒の割合
８０％以上

自己評価

重点目標 評価指標と活動計画 評　　　価

（評定）

　Ａ

４月と９月に実施し、周知に努めた。

特別活動や講演会等の経験を記録させ、定期
的な振り返りの機会を設けた。

各種委員会は２回実施し、それ以外の個別の
委員会も実施できた。

生徒に対し周知することはできており、多く
の生徒が参加しているが、調査の方法が精度
を欠いており正確な人数の把握ができていな
い。

　インターネットやSNSが日常の一部と

なった現代において、ネットいじめや人

権侵害を「自分事」として捉えさせる指

導が徹底されている。人権教育につい

て「十分理解した」という生徒の自己評

価が見られる点は、学校の啓発活動が

表面的な知識伝達に終わらず、生徒の

心に届いていることを示している。特に、

SNS上でのトラブル事例など、身近なリ

スクを題材にすることで、被害者にも加

害者にもなり得るというリアリティを持た

せた指導ができていると評価できる。人

権尊重の精神は学校生活の根幹であ

り、安心して学べる環境づくりの基盤と

なっている。

　デジタル空間における人権課題は日々

複雑化・潜在化しており、大人の目が届

かない場所でのトラブルも懸念される。

今後は、生徒自身が規範意識を高め合

う取組を強化してほしい。また、多様性

の観点から、LGBTQや異文化理解な

ど、現代的な人権課題についても、外部

講師を招くなどして感性を磨く機会を継

続的に設けることが、グローバル社会を

生きる市民としての資質向上につなが

る。

 「夢ログ」の活用による自己振り返り

や、夏休みのボランティア活動など、キャ

リア教育が計画的に実践されている。部

活動や学習で多忙な生徒が多い中、将

来を見据えた活動時間を確保し、外部

の人との関わりを持たせている点は、視

野を広げる意味で非常に価値が高い。

学校外の大人との出会いは、生徒に

とって単なる職業知識の獲得以上の

「生き方のモデル」に触れる機会となっ

ており、進路選択におけるモチベーショ

ン維持に大きく貢献している。アンケート

結果からも、これらの活動が進路意識

の醸成に有効に機能していることが読

み取れる。

　キャリア教育を「進学先の決定」という

狭い意味に留めず、「どのような社会人

になりたいか」「社会にどう貢献する

か」というライフキャリアの視点での指

導をさらに深めてほしい。特に、変化の

激しい時代においては、一度決めた目

標を修正しながら進む柔軟性も必要と

なる。卒業生を招いた座談会や、失敗経

験も含めた大人のリアルな話を聞く機

会を増やすことで、生徒が将来に対する

不安を希望へと変え、主体的に人生を

切り拓く力を育んでいくことを期待する。

  夢ログの記入と振り返りを進路
指導に一層活用するため、記入内
容の質の向上と教員間での活用促
進を図り、生徒が自己理解を進路
実現へとつなげられる支援を充実
させたい。
　部活動の加入率をみると大部分
の生徒が参加しているが、学業と
の両立に悩み、途中で断念してい
く傾向も見られる。部活動で得ら
れる経験は学校生活の中でも貴重
な体験であり、将来の人生に大き
く関係してくるものである。幅広
い人間関係の構築に生徒同士の関
係だけでなく、外部の指導者との
関わりが持てるように支援してい
きたい。
　ボランティア活動や探究活動
等、学校外の活動での他者との関
わりも含め、校内で実施する各課
担当の講演会等もキャリア教育の
視点で捉え直し、効果的に実施す
るとともに、夢ログへの着実な記
入を実施したい。

　学校生活のあらゆる機会を捉え
て、自他の人権が尊重される社会
の実現に寄与できる生徒の育成を
目指して、生徒の心に響く授業・
行事の実施について継続して取り
組んでいきたい。生徒自身が規範
意識を高め合うことができるよう
に、生徒対象の人権の行事や人権
ホームルーム活動などを計画して
いきたい。そのために、各種の研
修会・講演会等への教職員の積極
的な参加を呼びかけ、教職員の人
権教育に関する意識の高揚に努め
たい。
　引き続き、多様化する人権課題
への対応について、生徒指導課、
キャリア探究部等と連携して取り
組みたい。
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重点課題（３）　グローバルな視野で活躍できる人材育成につながる教育の推進

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

学 校 関 係 者 の 意 見 今後の改善方策
評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

① 台湾とのオンライン交流(延べ１０
０人)ペンパル交流(１１７人)、中
国とのオンライン交流(延べ１８
人)合計延べ２３５人

Ｂ

② 台湾研修１５人、県主催のプログ
ラム１０人、フューチャーデザイ
ンワークショップ１６人、阿南市
役所関連３９人、学校主催等４２
人の合計延べ１２２人が参加

Ａ

活動計画 活動計画の実施状況

① ・ ① ・

・ ・

② ・ ② ・

・ ・

重点課題（４）　誰一人取り残さない生徒指導の充実

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

学 校 関 係 者 の 意 見 今後の改善方策
評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

① 個人面談３回（各学期）学校生活
アンケート２回（１２月・３月） Ａ

② 前年度比６.５％増（２学期末現
在） Ｃ

③ 交通マナーアップ講話（４月）
携帯電話安全教室（５月）
薬物乱用防止教室（１０月） Ａ

④ 三者面談
１・２年次（７月）
３年次（７月・１２月・１月）

Ａ
活動計画 活動計画の実施状況

①

②

③

④

③生徒一人一人を大切にした指導を
通し、他者を思いやる心や自尊感情
を育てる。

③ ルールやマナーを守る意識を向上させる。

④学校・家庭・地域の連携や協力を
密にして、生徒の心に響く生徒指導
を行う。

④ 三者面談を実施し、家庭との連携を図る。

生徒会・全部活動が輪番であいさつ運動を実
施し、生徒がしっかりとあいさつできるよう
になった。

１年次を対象に実施し、ルールやマナーを守
る意識を向上させることができた。

④ 家庭との連携を密にして、生徒の学校生活充実と進
路実現を図る。

① 学期ごとの面接および学校生活アンケートで生徒の
実態を把握する。

①いじめを許さない体制・環境づく
りに取り組み、安全安心な学校の実
現を図る。

① いじめを未然防止するための個人面接と学校生活ア
ンケート実施
年間各２回以上

②社会の一員としてのモラルやマ
ナーを習得させ、基本的生活習慣の
確立を図る。

② 基本的生活習慣を確立するために、遅刻の年間総数
を減らす。
１０％減（前年度比）

台湾とのオンライン交流５回、ペンパル活動３回を
実施する。

オンライン交流、ペンパル活動以外に授業や部活動
を通じて交流を図る。

台湾研修の際、現地で課題研究の発表を行い、姉妹
校の生徒と問題解決について話し合う。また、２年
次の探究活動において、必要があれば台湾の状況に
ついてアンケートを実施する。

大阪大学のフューチャーデザインワークショップ、
県教委主催のプログラムへの参加を奨励する。県内
在住外国人との交流プログラムを実施する。

自己評価

重点目標 評価指標と活動計画 評　　　価

（所見）
　例年実施している阿南市役所訪問が
きっかけで市役所にフューチャーデザ
インワークショップに協力してもらっ
たり、本校にてワークショップを実施
したりしてもらった。また、県の「と
くしま生徒まんなか探究活動推進事
業」を活用して本校独自のプログラム
も企画した。結果的に、校外の人々と
関わり、社会問題について考えたり異
文化に接する機会が増えた。一方、台
湾とのオンライン交流の人数は増えな
かった。１２月に本校にて姉妹校交流
ができたので、関心を持つ生徒が増え
ることを期待している。

台湾研修では、課題研究の発表の代わりに生
徒が主体となって理科の実験を行った。探究
活動では、阿南市在住外国人にアンケートを
取った班があった。

大阪大学のフューチャーデザインワーク
ショップでは阿南市役所にも協力してもらい
実施した。県教委主催のプログラムへの参加
も例年より多かった。

（評定）

Ｂ

①姉妹校との国際交流等を通して、
グローバル社会を生き抜くための国
際理解力を養う。

① 台湾とのオンライン交流・ペンパル活動等に参加し
た生徒の延べ人数
３００人以上

（評定）

Ａ
②コミュニケーション能力を高め、
多様な価値観を持つ人々とともに納
得解を得るために協働でき、共創す
る能力を育成する。

② 校外の人々と社会問題について討論した生徒の延べ
人数
５０名以上

自己評価

重点目標 評価指標と活動計画 評　　　価

１・２年次は１回、３年次は各学期ごとに実
施し、生徒の実態把握や進路実現の充実を
図った。

各年次ごとに分析会を実施し、生徒の情報共
有が行われた。

②

台湾とのオンライン交流５回、ペンパル活動
２回を実施した。(３月に３回目を実施する予
定）

国際英語部の生徒が中国の高校とオンライン
交流を３回実施した。

各種委員会・部活動および教職員による朝のあいさ
つ運動を行い、通学マナー等の充実を図る。

③ 交通マナーアップ講話・携帯電話安全教室・薬物乱
用防止教室を実施する。

（所見）
　昨年度は遅刻総数を大幅に減少させ
た（前年度比２２.５ポイント減）が、
本年度は多遅刻生徒が複数おり、前年
度比６.５ポイント増となった。年次集
会等では日常生活に関する注意喚起が
できたが、個別の指導も必要だと考え
られる。
　自転車による交通事故が依然として
多い傾向にある。安全で安心できる学
校生活並びに登下校ができるよう交通
マナーやルールの遵守について指導を
していきたい。またヘルメットの着用
についても喚起する。
　事故や問題行動に対しては教職員の
協力体制により、管理職や関係教員・
関係機関と連携を図り、迅速に対応で
きた。さらに積極的生徒指導を心がけ
る。

 台湾の高校との交流活動は、本校の特

色ある取組として定着しており、グロー

バル教育の柱となっている。オンライン

ツールを活用して継続的な交流を実現

している点は、ポストコロナ時代の国際

交流のモデルケースとして高く評価でき

る。生徒が異文化に触れた際の「驚き」

や「発見」は、自国の文化を相対化して

見る視点を養う絶好の機会である。数

値目標の達成だけでなく、生徒の感想

から「もっと伝えたい」「知りたい」という

知的な渇望が生まれている様子が伺

え、語学学習への動機付けとしても機能

している。

　今後は、日常会話や文化紹介のレベ

ルから一歩踏み込み、共通の社会課題

について英語で議論するような、よりア

カデミックな交流へと発展させることを

期待したい。また、台湾との交流で培っ

たノウハウを活かし、他の国や地域、あ

るいは在住外国人との共生といった身

近な国際理解へと視野を広げることも

重要である。異質な価値観を持つ他者

と協働する経験は、将来グローバルな舞

台で活躍するための必須の素養となる

だろう。

　「誰一人取り残さない」という理念のも

と、組織的な生徒理解研修や不登校対

策が進められている。全国的に小中高

生の自殺や不登校が増加傾向にある

中、生活習慣の乱れや小さな変化を見

逃さないための定期的な呼びかけやア

ンケート実施は、早期発見・早期対応の

セーフティネットとして機能している。数

値目標が達成されている背景には、教

職員が生徒一人ひとりの状況を共有

し、チーム学校として対応する体制が

整っていることがあると推察され、保護

者としても安心感を持てる運営状況で

ある。

　生徒が抱える課題は家庭環境や友人

関係など複合的であるため、関係機関

との連携をさらに密にし、学校だけで抱

え込まない支援体制を強化してほしい。

  三者面談を積極的に実施し、生
徒の現状理解に努めることができ
たが、多様な生徒に対応する機転
が必要である。
　多遅刻の生徒や生活の乱れのあ
る生徒、また特別指導の対象と
なった生徒に対して、スクールカ
ウンセラーとの面接を勧め、生活
習慣の振り返り・改善を行ってい
きたい。
　自転車の交通マナーを徹底し、
生徒会を中心にヘルメットの着用
を呼びかけ、交通ルールの遵守を
徹底したい。

　今年度は台湾の姉妹校生徒が来
校し、交流活動を学校全体で実施
できたので、国際理解への気運が
高まっている。この高まりを来年
度へとつなげていけるよう計画を
立てたい。具体的には、阿南市国
際交流協会と連携して、各種行事
や日本語教室に多くの生徒が参加
し、「総合的な探究の時間」の課
題研究についてインタビューをし
たり、社会問題について話し合い
をしたりできるような機会を提供
したい。姉妹校とのオンライン交
流やペンパル交流でも、国際理解
の段階から更に深化させ、そうし
た機会に繋げていきたい。
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重点課題（５）　こころとからだの健康教育の充実

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

学 校 関 係 者 の 意 見 今後の改善方策
評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

① 参考にした生徒　７３％

Ａ
② 生徒理解に役立っている教員

　　９８％ Ａ
③ 相談・支援体制がある教員

　　９６％ Ａ
活動計画 活動計画の実施状況

①

②

③③ 配慮が必要な生徒について共通理解を図り、対応す
る。適宜、スクールカウンセラーや関係機関と連携
を図る。

③一人一人の特性に応じた特別支援
教育の充実を図る。

③ 配慮が必要な生徒について相談したり支援体制があ
ると感じる教職員の割合
７０％以上

① 生徒保健委員会活動を活性化し、興味関心のある
テーマで保健便りを作成し、健康に関する意識の向
上を図る。

② 職員研修に自主研修や資料提供等も取り入れ、知識
の向上を図る。

①「早寝、早起き、朝ご飯」や適度
な運動、心身の健康管理等、健康教
育の充実を図る。

① 授業や保健便り等を健康管理の参考にした生徒の割
合
７０％以上

②教育相談に対する教員のスキル
アップ等、教育相談体制の一層の充
実を図る。

② 職員研修受講後の満足度
７０％以上

（評定）

Ａ

生徒保健委員会が生活習慣改善等についての
保健便りを作成、発行した。　年１０回

職員自主研修資料を共有フォルダに作成し知
識の向上を図った。　７回
チェックシートによる確認　１回

配慮が必要な生徒についてスクールカウンセ
ラーと連携を図り対応した。

（所見）
　保健委員が身近な健康づくりをテー
マに保健便りを発行した。ＨＲでの掲
示や効果的な啓発方法について検討し
たい。
　職員研修や相談支援体制について
は、昨年度と変化はなかった。引き続
き関係職員やスクールカウンセラー等
と連携し対応したい。
　職員研修は研修のシミュレーション
の他に、自主研修資料やチェックシー
トを作成し理解度の確認を行った。基
本的な知識や技術について振り返る必
要があるため、次年度の研修内容を検
討したい。

自己評価

重点目標 評価指標と活動計画 評　　　価

　引き続き、教育相談に関する研
修を行い、組織的な支援体制の維
持・継続に努めたい。
　次年度は、保健便りの配付方法
の工夫を行うとともに、生活習慣
の改善に向けて家庭で協力が得ら
れるよう、意識啓発を行いたい。
　次年度も猛暑が予想されるた
め、熱中症事故防止に留意し、職
員研修も継続していきたい。

　教職員を対象とした生徒理解に関す

る研修の実施は、生徒の小さな変化を

見逃さない組織的な支援体制の構築に

大きく寄与している。学業や部活動に多

忙な生徒が多い中で、こうした「心の安

全網」が機能していることは、学校の信

頼性を高める要因となっている。学校側

が定期的な呼びかけを行い、生徒の意

識向上に努めている点は評価できる。

　今後は、学校内での指導に留まらず、

保護者や地域とより緊密に連携し、家

庭における生活習慣の改善に向けた具

体的な働きかけを強化することを期待す

る。「誰一人取り残さない」教育の実現

に向け、生徒一人ひとりが心身ともに健

やかに成長できる環境づくりを、引き続

き推進していただきたい。
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◎「質実剛健」のもと、たくましさを養い、社会の創り手としての実践力の錬磨

重点課題（１）　１８歳成年を踏まえた主権者教育・消費者教育の推進

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

重点課題 評価指標と活動計画 評　　　価 学 校 関 係 者 の 意 見 今後の改善方策
評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

① ７月２０日(日)に行われた参議院
議員通常選挙で、選挙権があった
者のうち、投票に行ったと回答し
た割合　７４％。 Ａ

② ｢自立した消費者としての学びにつ
ながった｣
肯定的な回答の割合　８２％ Ａ

③ ｢消費者市民としての意識が高まっ
た｣
肯定的な回答の割合　８４％ Ａ

活動計画 活動計画の実施状況

①

②

③

重点課題（２）　持続可能な社会の実現に向けた環境教育・安全（防災）教育の推進

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

重点課題 評価指標と活動計画 評　　　価 今後の改善方策
評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

① 電気使用量は前年比2.2％減少
水道使用量は大規模な漏水のため
比較できない。 Ｂ

② 防災クラブによる活動
　　　　　　年間４回

災害を想定した避難訓練
　　　　　　年間３回

Ｂ

③ 理解している生徒　６８％

救急対応ができる教員　９６％ Ｂ

活動計画 活動計画の実施状況

①

②

③ ・ ③教職員対象シミュレーション研修や部活動生徒対象
ＡＥＤ講習会を実施する。
教職員の参加率１００％

③生徒・教員ともに心肺蘇生法やＡ
ＥＤ使用等の研修を実施し、危機管
理意識を高める。

③ 心肺蘇生法やAED使用方法を理解している生徒の割合
９０％以上
救急対応ができる教員の割合
９０％以上

① 環境防災委員による節電・節水の啓発

② 防災クラブを中心に避難所運営ゲーム(ＨＵＧ）を実
施することによって,高校生が避難所運営に携われる
ようにする。また、地域の自主防災会と連携を図
る。

③ 授業やホームルーム活動、消費者講演会を通じて、
ＳＤＧｓや身の回りのエシカル消費などグローカル
な視点で捉え、行動できるようにする。

自　己　評　価

①環境問題に強い関心を持ち、校内
外の環境美化活動やボランティア活
動等を通して、よのなかを自分事と
して捉える社会参画意識を高める。

① 節電・節水の徹底
前年度より使用量減少 （評定）

Ｂ②教科における防災教育の充実に加
え、避難訓練や防災クラブ活動をは
じめとする活動を通じて防災意識の
向上に務め、発災時の減災を意識し
た平常時の意識改革を図る。

② 防災クラブの活動の活発化
年間５回以上

災害を想定した避難訓練
年間３回以上

③持続可能な社会の実現に向けた消
費行動を実践できる能力を育成す
る。

③ 一人ひとりの消費行動は社会で生じている課題とつ
ながっていることを理解し、消費者市民としての意
識を高める。

① 授業において、昨年度実施した出前講座の内容を復
習し、投票への関心を高める。

② 県教育委員会と連携した消費者教育に関する出前講
座を、本年度も１回以上実施する。

自　己　評　価

①政治や選挙への関心を高め、社会
の創り手である主権者としての政治
的素養を育む。

① 選挙権を持つ３年次生を対象に、夏の参院選の投票
に行ったかどうかのアンケートを実施。
行ったと回答した生徒の割合
４０％以上
※前回(Ｒ４)選挙の１０歳代投票率(全国の抽出選挙
区)３５．４２％

（評定）

Ａ
②１８歳成年に対応し、消費者被害
等の危機を自ら回避できる能力を育
成する。

② 自立した消費者としての学びにつながったと回答し
た生徒の割合
８０％以上

　環境保全についての意識はＳ
Ａ・ＳＳでの環境学習をより深化
することやＧＸスクールの取組で
向上を図りたい。また、防災避難
訓練や防災クラブの活動、地域の
自主防災会との連携等を通して防
災教育の充実と防災意識の向上を
目指したい。
　心肺蘇生・ＡＥＤの生徒の理解
向上に向けて、１年次は保健の授
業を１学期に行い、実習を通して
理解し心肺蘇生ができるようにし
たい。２、３年次は教育課程には
ないが、体育の授業時に復習でき
るようにしたい。職員研修も継続
していきたい。

昨年度の出前講座で教わった、選挙に行く、
行かないでどのようなことが考えられるかを
取り上げた。

消費者教育（金融）に関する出前講座（１２
月、１年次）を実施。

授業ではＳＤＧｓに関連して、エシカル消費
やフェアトレードなどについて学んだ。消費
者教育出前講座では｢自分の将来とお金の話｣
として、将来の自分に係るお金と資産運用に
ついて学んだ。

昨年度より「とくしまＧＸスクール」に認定
され、ゴミの分別、節電・節水、環境学習に
取り組んだ。校内の掲示板に取り組み内容を
掲示し周知をはかった。

避難所運営ゲーム(ＨＵＧ）は実施できなかっ
たが、富岡六町地区自主防災会との合同防災
研修会と合同防災訓練に参加し、意識を高め
た。

教員の参加率　９５％

（所見）
　環境保全についての意識はＳＡ・Ｓ
Ｓでの環境学習により、高まりつつあ
る。また、防災に対する意識は防災ク
ラブを中心に地域と連携した活動やＳ
Ａでの防災研究を通して確実に向上し
ている。
　心肺蘇生法やＡＥＤ使用等の研修に
ついては緊急対応シミュレーション研
修を実施し、毎年更新をはかっていき
たい。特に生徒の心肺蘇生法やＡＥＤ
使用の理解度は昨年より９％増加（昨
年度５９％本年度６８％）しているが
十分とは言えず、より高める工夫が必
要である。
　

（所見）
　主権者教育では、公共の授業で選挙
の仕組みを取り上げ、出前講座では投
票することの意義に関するワーク
ショップを実施した。３年次は、１、
２年次で学んだこれらを通じて、夏の
参院選において投票率の目標を達成し
た。消費者教育は、出前講座で２０年
後までの自分のライフプランと、それ
にかかる費用を計算し、自分の将来と
必要なお金を知ることで、資産形成の
重要性を考えることができた。今後も
生徒の将来を見据えた継続的な取組を
行なっていきたい。

　AEDの保管場所の周知や心肺蘇生法

の講習について、生徒の理解度は上

がっているが目標には達していない。南

海トラフ地震等の大規模災害が懸念さ

れる地域特性を踏まえると、これらの防

災・安全教育は生徒自身の命を守るだ

けでなく、災害時に生徒が「守られる

側」から「地域を助ける側」となることを

想定しながら研修を進めることで、危機

管理意識を高めていただきたい。高い

数値目標であるが、ぜひ努力を重ねて

ほしい。

　 いざという時に身体が動くようにする

ためには、抜き打ちの避難訓練や、部活

動単位でのシミュレーションなど、より実

践的な場面設定でのトレーニングを重

ねることが重要である。また、AEDの使

用法だけでなく、避難所運営のノウハウ

や地域の防災マップ作りなど、地域防

災訓練への積極的な参加を通じて、地

域社会の一員としての防災力を高めて

ほしい。生徒の防災力が地域の防災力

向上に直結するという認識を共有し、地

域と一体となった安全教育を推進して

いただきたい。

　選挙における投票率の高さに象徴さ

れるように、シチズンシップ教育が実を

結んでいる。18歳成人年齢引き下げに

伴い、早い段階から社会の仕組みに関

心を持たせる指導が行き届いている証

拠である。学校内でのアンケート結果か

らも、生徒が「自分たちの行動で社会は

変えられる」という感覚を育んでいるこ

とが伺える。これは、民主主義社会の担

い手を育てるという公教育の使命を十

分に果たしていると評価できる。

　高い投票率という成果を一過性のも

のにせず、社会課題に対して批判的に

思考し、合意形成を図るスキルをさらに

磨いてほしい。生徒が受動的な姿勢か

ら、能動的な姿勢へと成長できるよう、

現実社会とリンクした生きた教材を用い

た授業展開を期待する。

　主権者教育では、社会の問題を
自分の問題として捉え、政治にか
かわる意欲を高めることを目標
に、政治や投票の意義を見出すた
めの授業や出前講座を実施してい
きたい。
　消費者教育では、社会の様々な
変化に対応するため、消費者問題
と金融に関する知識が必要だと考
えている。消費者問題では、歴史
や新たな消費者トラブルについて
具体的な内容を取り上げ、消費者
側の視点だけではなく企業側の視
点からも考察させていきたい。
　また金融経済教育では、出前講
座なども活用し、家計管理や生活
設計、資産形成の基礎などを、物
価変動などのあらゆる変化も考慮
しながら自分の将来とお金につい
て考えられるようにしたい。
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◎地域に信頼される学校となるための、教職員の資質向上と開かれた学校づくり

重点課題（１）　開かれた学校づくりの推進

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

重点課題 評価指標と活動計画 評　　　価 今後の改善方策
評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

① 体験入学では８８％、学校公開で
は８５％の中学生が本校を受験す
るつもりであると回答。 Ａ

② 今年度の学校ホームページの新着
表示件数　　　　１０３回 Ａ

③ 学校運営協議会の開催　３回
ＰＴＡに関する活動　　９回
牛岐同窓会に関する活動
　　　　　　　　　　  ２回 Ａ

活動計画 活動計画の実施状況

①

②

③

重点課題（２）　持続可能で信頼される学校づくりの推進

学 校 関 係 者 評 価 次年度への課題と

重点課題 評価指標と活動計画 評　　　価 学 校 関 係 者 の 意 見 今後の改善方策
評価指標 評価指標による達成度 (評定) 総　合　評　価

本校で働きたいと考える教職員の割合
９０％以上
学校閉庁日の設定
２日以上

① 本校で働きたいと考える教職員の
割合　　　　　　　１００％
学校閉庁日の設定　　　　４日 Ａ

適切に研修に取り組みコンプライアンス意識が高
いと回答した教職員の割合
１００％

② 適切に研修に取り組みコンプライ
アンス意識が高いと回答した教職
員の割合　　　　１００％ Ａ

校外での授業力向上の研修に参加した教職員の人
数
１５人以上

③ 校外での授業力向上の研修に参加
した教職員の人数
　　　　　　　　　　　３９人 Ａ

校外模試データの分析会を年間３回実施する。 ７月・１２月に模試業者担当を招
き、分析会を行った。 Ｂ

活動計画 活動計画の実施状況

働き方改革や職場環境の充実に向けて推進する。 ①

コンプライアンス研修を毎月実施し、教職員の意
識の高揚を図る。

②

長期休業中等を利用し、校外研修に参加し、資質
向上に努める。

③

教員間で生徒の学力状況や課題を共有し、進路支
援の質を高める。

③-1

③-2

③校内外の研修等を通じて、教職員
の指導力の向上を図る。

③-1

③-2

①

②

③ 学校運営協議会、ＰＴＡの諸活動、牛岐同窓会を開
催し、信頼される魅力ある学校づくりを進める。

自　己　評　価

①「風通しの良い職場環境」づくり
に努め、校務運営体制の効率化と充
実を図る。

①

②研修等の実施により、教職員のコ
ンプライアンス意識の高揚を図る。

②

③学校運営協議会等を活用し、ＰＴ
Ａ、牛岐同窓会、地域社会との連携
を図り、地域に信頼される魅力ある
学校づくりを推進する。

③ 学校運営協議会の開催回数
３回以上
ＰＴＡに関する活動
６回以上
牛岐同窓会に関する活動
１回以上

① 体験入学、学校公開でアンケートを実施する。

② 各担当でイベント毎にＨＰを更新する。

（評定）

　Ａ

（所見）
 体験入学、学校公開、地域説明会等を
開催して本校の取組について、中学
生・保護者、地域の方にむけて情報発
信しており、アンケート結果も好評で
あった。また、ホームページ等でも適
宜情報発信した。閲覧者によりよく情
報が届くよう構成を刷新した。
　学校運営協議会、ＰＴＡの諸活動、
牛岐同窓会を開催し、地域との連携を
図りながら、信頼される学校づくりを
推進した。

体験入学、学校公開でアンケートを実施し
た。

学校活動の様子について、学校ホームページ
から情報発信した。

学校運営協議会、ＰＴＡの諸活動、牛岐同窓
会を開催し、信頼される学校づくりを進め
た。ＰＴＡ会報は紙配付からスタディサプリ
での配信に切り替えたことで、効率よく活動
状況を伝えることができた。

自　己　評　価

①体験入学、学校公開、地域説明会
等を通して、積極的に教育活動の公
開を推進する。

① 学校開放を積極的にすすめ、富西の教育活動にさら
に興味を持った中学生の割合
８０％以上

（評定）

Ａ②ホームページ等を活用して、積極
的な情報発信を推進する。

② 学校ホームページ等の更新回数
１００回以上

ＩＣＴ機器や生成ＡＩ・クラウドの活用によ
り働き方改革や職場環境の充実に取り組ん
だ。

コンプライアンス研修を毎月実施し、教職員
の意識の高揚を図った。

　引き続き積極的な情報発信に努
めるとともに、他の情報発信方法
についても検討を進めたい。
　学校公開等のアンケート項目を
工夫し、本校を受検する予定のな
い中学生のマインドを把握し、広
報活動の改善につなげたい。
　引き続きＰＴＡ・同窓会組織や
学校運営協議会を活用して、開か
れた学校づくりの取組を推進して
いきたい。

　ＳＳＨや地域との連携なども積
極的に行い、学校行事や部活動な
ど、本校学校教育活動の魅力化・
特色化に努めたい。
　分野別・説問別分析をもとに、
重点的に指導すべき内容や指導方
法を明確化し、授業計画に反映す
る。また模試結果の見方や活用方
法について、生徒向け説明会や振
り返りの機会を設け、自分の学習
課題を自覚し、次の行動につなげ
る力を育成する。
　研究と修養に努める持続可能な
教員集団であり続けるため、様々
なノウハウの共有・継承や外部人
材の活用等、働き方改革を推進し
ていきたい。

県教委等、他校、予備校等主催の研修、ＳＳ
Ｈ事業による学校視察を通して、教職員の指
導力・資質向上を図った。

模試分析を通して今後の授業展開について協
議し、入試の傾向を踏まえた思考力育成の方
向性について共通理解を図った。

（所見）
　ＳＳ・ＳＡによる探究活動や国際交流、生
徒が主体となった学校行事や部活動など学校
教育活動の充実・魅力化が推進された。本校
で働きたいと考える職員の割合も１００％で
あり、働き方改革もＩＣＴ等を活用して推進
した。コンプライアンス意識については、時
宜を捉え適切に研修・周知を実施し、更なる
教職員の意識の向上を図りたい。
　教職員の授業力向上・指導力向上について
は、法定研修以外に各自積極的に研修に取り
組み、研鑽を重ねた。増加する年内入試(国
公立を含む総合型選抜、学校推薦型選抜）を
踏まえつつ、３月まで頑張ることができる生
徒を育成できるよう、引き続き取り組みた
い。また、探究活動の成果が進路決定につな
がった実績についても積極的に広報し、理数
科を併置する本校の魅力について発信してい
きたい。
　模試データの分析を通して、生徒の学力状
況や課題を客観的に把握するとともに、入試
傾向を踏まえた授業改善や進路指導に生かす
共通理解を得ることができた。

　ホームページの頻繁な更新や富西祭

等の学校行事を通じた対外発信が活

発に行われており、学校の「今」が保護

者や地域によく伝わる状況にある。情報

公開の積極性は、学校運営の透明性を

高め、地域からの信頼獲得に大きく寄

与している。広報活動は、入学希望者へ

のアピールだけでなく、在校生や卒業生

の誇りを醸成する上でも効果を発揮し

ている。

 今後は、SNS等の活用も含め、保護者

や地域からのフィードバックを容易に受

け取れる仕組みを構築し、寄せられた意

見を学校運営に反映させることで、「地

域と共に歩む学校」としてのブランド力

はさらに高まるのではないかと考えられ

る。

　各重点課題における数値目標の達成

度が高く、堅実な学校運営が行われて

いる。教職員の多忙化が叫ばれる中、

業務改善を進めつつ教育の質を維持・

向上させている点は敬意に値する。

　学校運営を取り巻く環境は今後ますま

す厳しさを増すことが予想されるなか、

持続可能な運営を続けるためには、教

職員のみに負担を強いるのではなく、部

活動のあり方や外部人材の活用、学校

事務の効率化など、既存の枠組みにと

らわれない発想が必要がある。地域の

リソースを教育活動に最大限取り込み、

「地域全体で子供を育てる」というシス

テムを構築し、次世代に誇れる持続可

能な学校モデルを確立していただきた

い。
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